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東
京
経
営
者
協
会
（
会
長
：
三
浦
惺
・
日

本
電
信
電
話
㈱
社
長
）
は
、
二
〇
一
一
年
三

月
一
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
が
、
会
員
企
業
の
人
事
・
労
務
に
ど
の

よ
う
な
影
響
を
及
ぼ
し
た
か
、
ま
た
、
企
業

は
ど
の
よ
う
な
対
応
を
し
た
か
に
焦
点
を
当

て
た
「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
よ
る
人

事
・
労
務
へ
の
影
響
に
関
す
る
緊
急
ア
ン

ケ
ー
ト
」
を
実
施
し
た
。

Ⅰ　

調
査
概
要

１
．
調
査
目
的
：
二
〇
一
一
年
三
月
一
一
日

に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
は
、

企
業
に
さ
ま
ざ
ま
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
。
特
に
、
震
災
に
伴
う
従
業
員
の
勤
務

体
制
の
変
更
、
二
〇
一
二
年
採
用
の
選
考

活
動
等
の
予
定
な
ど
、
人
事
・
労
務
に
関

す
る
問
題
に
対
し
企
業
が
ど
の
よ
う
に
対

応
し
た
か
を
調
査
し
、
会
員
企
業
に
情
報

提
供
す
る
と
共
に
、
相
談
受
付
体
制
を
充

実
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
に
実
施
し
た
。

２
．
調
査
対
象
：
支
部
幹
事
、
人
事
・
雇
用

管
理
委
員
会
委
員
、
産
学
懇
談
会
委
員
、

産
学
交
流
会
参
加
企
業
の
う
ち
、
重
複
を

除
い
た
会
員
企
業
一
三
九
社

３
．
調
査
期
間
：
二
〇
一
一
年
三
月
二
三
日

～
三
月
二
八
日

４
．
調
査
方
法
：
メ
ー
ル
ま
た
は
Ｆ
Ａ
Ｘ
に

よ
る
記
名
ア
ン
ケ
ー
ト
方
式

５
．
回
答
企
業
：
一
一
〇
社
（
回
答
率
：
七

九
・
一
％
）。
回
答
数
一
一
〇
社
の
う
ち

製
造
業
が
七
五
社
（
六
八
・
二
％
）、
非

製
造
業
が
三
五
社
（
三
一
・
八
％
）
と
な
っ

て
い
る
。

　

ま
た
、
規
模
別
で
は
、
一
〇
〇
〇
人
以
上

が
六
七
社
（
六
〇
・
九
％
）
と
も
っ
と
も
多

く
、
次
い
で
二
九
九
人
以
下
が
二
二
社
（
二

〇
・
〇
％
）。

Ⅱ 

震
災
の
影
響
を
「
受
け
た
」

と
回
答
し
た
企

業
に
つ
い
て
の

集
計
結
果

　

＊
問
１
か
ら
問
５
ま

で
は
、
二
〇
一
一
年
三

月
一
一
日
か
ら
三
月
二

二
日
ま
で
の
状
況
に
つ

い
て
の
質
問

　

問
１
．
貴
社
で
は
、

今
回
の
震
災
に
よ
り
、

操
業
・
営
業
に
何
ら
か

の
影
響
を
受
け
ま
し
た

か
（
支
社
工
場
、
営
業

所
、
店
舗
等
含
む
）。

　

今
回
の
震
災
に
よ
り

操
業
・
営
業
に
何
ら
か

の
影
響
を
受
け
た
の
は

一
〇
四
社
で
、
回
答
総

数
一
一
〇
社
に
対
し
九

四
・
五
％
を
占
め
て
い

る
。
そ
の
う
ち
製
造
業

が
七
一
社
、
非
製
造
業

 区分 合計 
業種別 規模別 

製造業 非製造業 
299人 
以下 

300～ 
499人 

500～ 
999人 

1000人 
以上 

１．影響を受けた 104(94.5%) 71 33 17 10 10 67 

２．影響は受けて 

いない 
6(5.5%) 4 2 5 1 0 0 

(社) 問１

東
京
経
営
者
協
会

「
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
よ
る
人
事
・
労
務
へ
の

影
響
に
関
す
る
緊
急
ア
ン
ケ
ー
ト
」
調
査
結
果

0 20 40 60

４．その他

３．直接の被災または間接的な原因(※)のた

め操業・営業時間の短縮

または操業・営業規模の縮小

２．直接の被災または間接的な原因(※)のた

め操業・営業停止

１．直接の被災により操業・営業が不能

Ｎ＝104

（社）

注(※)「間接的な原因」とは、取引先・ 

納入先の被災、計画停電等を指します。 

10（9.6%）

60（57.7%）

30（28.8%）

20（19.2%）

問２　どのような影響を受けたか

１．措置を講じた

97社（93.3%）

２．措置は講じて

いない

6社（5.8%）

３．今後講じる

予定

1社（1.0%）

Ｎ＝104問３　措置を講じたか

0 10 20 30 40 50 60 70 80

３．その他

２．時差通勤（遅い出勤、早帰り等）

を認めた

１．自宅待機をさせた

(社)

N=97

20(20.6%)

75(77.3%)

73(75.3%)

問４　どのような措置か
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が
三
三
社
で
あ
っ
た
。
規
模
別
で
は
、
一
〇

〇
〇
人
以
上
が
六
七
社
と
最
も
多
く
、
次
い

で
二
九
九
人
以
下
が
一
七
社
と
な
っ
て
い
る
。

　

問
２
．
問
１
で
「
１ 

影
響
を
受
け
た
」

と
答
え
た
企
業
に
伺
い
ま
す
。
ど
の
よ
う
な

影
響
で
す
か（
場
合
に
よ
っ
て
は
複
数
回
答
）。

　

震
災
の
影
響
を
受
け
た
企
業
の
う
ち
、「
直

接
の
被
災
ま
た
は
間
接
的
な
原
因（
注
）
の
た

め
操
業
・
営
業
時
間
の
短
縮
ま
た
は
操
業
・

営
業
規
模
の
縮
小
」
を
し
た
と
こ
ろ
が
六
〇

社
（
五
七
・
七
％
）
と
も
っ
と
も
多
い
。「
直

接
の
被
災
に
よ
り
操
業
・
営
業
が
不
能
」
と

の
回
答
も
二
〇
社
（
一
九
・
二
％
）
あ
っ
た
。

　

注
：「
間
接
的
な
原
因
」
と
は
、
取
引
先
・
納
入
先
の

被
災
、
計
画
停
電
等
を
指
す
。

　

問
３
．
問
１
で
「
１ 

影
響
を
受
け
た
」

と
答
え
た
企
業
に
伺
い
ま
す
。
従
業
員
に
対

し
勤
務
体
制
等
何
ら
か
の
措
置
を
講
じ
ま
し

た
か
。

　

操
業
・
営
業
に
影
響
が
生
じ
た
こ
と
に
伴

い
、従
業
員
の
勤
務
体
制
等
に
何
ら
か
の「
措

置
を
講
じ
た
」
と
す
る
企
業
が
九
七
社
（
九

三
・
三
％
）
に
達
し
、「
措
置
は
講
じ
て
い
な

い
」
は
六
社
（
五
・
八
％
）
に
と
ど
ま
っ
て

い
る
。

　

問
４
．
問
３
で
「
１ 

措
置
を
講
じ
た
」

と
答
え
た
企
業
に
伺
い
ま
す
。
ど
の
よ
う
な

措
置
で
す
か
（
複
数
回
答
）。

　

措
置
と
し
て
は
「
自
宅
待
機
を
さ
せ
た
」、

「
時
差
通
勤
を
認
め
た
」
と
す
る
企
業
が
ほ

ぼ
同
数
で
あ
る
。
一
社
で
複
数
の
措
置
を
講

じ
て
い
る
企
業
が
多
い
。
ま
た
、「
そ
の
他
」

の
措
置
と
し
て
は
「
通
勤
可
能
な
事
業
所
で

の
勤
務
」、「
計
画
停
電
に
対
処
し
た
振
替
出

勤
」、「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
の
活
用
」
な

ど
が
あ
る
。

　

問
５
．問
４
で「
１ 

自
宅
待
機
を
さ
せ
た
」

と
答
え
た
企
業
に
伺
い
ま
す
。
賃
金
補
償
は

ど
の
よ
う
に
対
応
し
ま
し
た
か
。

　

問
４
で
「
自
宅
待
機
を
さ
せ
た
」
と
回
答

し
た
七
三
社
が
、
賃
金
補
償
を
ど
の
よ
う
に

し
た
か
を
み
る
と
、五
九
社
（
八
〇
・
八
％
）

が
「
給
与
を
減
額
せ
ず
一
〇
〇
パ
ー
セ
ン
ト

支
給
」
と
答
え
て
い
る
。「
休
業
手
当
」
で

の
対
応
は
八
社
（
一
一
・
〇
％
）
で
あ
る
。

　

問
６
．
貴
社
に
お
け
る
、
今
春
季
労
使
交

渉
の
状
況
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　

今
回
の
震
災
に
よ
る
今
次
春
季
労
使
交

渉
・
労
使
協
議
へ
の
影
響
の
有
無
に
つ
い
て

質
問
し
た
。
震
災
発
生
五
日
後
の
三
月
一
六

日
は
大
手
企
業
の
集
中
回
答
日
で
あ
り
、
交

渉
・
回
答
を
延
期
し
た
企
業
も
一
八
社
（
一

七
・
三
％
）と
少
な
く
な
か
っ
た
。
ま
た
、「
そ

の
他
」
回
答
の
中
に
は
、「
も
と
も
と
交
渉
時

期
が
四
月
以
降
」
や
「
隔
年
交
渉
」
と
い
う

記
載
が
見
ら
れ
る
。

　

問
７
．
今
春
、
新
入
社
員
を
採
用
す
る
企

業
に
伺
い
ま
す
。
入
社
日
は
予
定
ど
お
り
で

す
か
。

　

回
答
の
あ
っ
た
一
〇
〇
社
の
う
ち
九
五
社

（
九
五
・
〇
％
）
が
、
入
社
日
は
「
予
定
ど

お
り
」
と
し
て
い
る
。

　
「
入
社
日
を
延
期
」
と
し
た
一
社
は
震
災

直
後
の
三
月
一
五
日
で
あ
っ
た
入
社
日
を
同

１．給与を減額せ

ず100パーセント

支給

59社（ 80.8%）

２．休業手当に準

ずる対応（平均賃

金の6割を支給）

5社（ 6.9%）

３．休業手当を上

回る対応（平均賃

金の6割超を支給）

3社（4.1%）

４．給与、休業手

当は支給していな

い2社（2.7%）

５．その他

2社 （2.7%）
６．未記入

2社（2.7%）

Ｎ＝73問５　賃金対応について

１．交渉は

終了した

30社（28.9%）

２．交渉中

23社（22.1%）

３．交渉・回答を

延期した

18社（17.3%）

４．その他

26社（25.0%)

５．未記入

7社（6.7%）

Ｎ＝104
問６　春季労使交渉状況

１．予定どおり. 
95社(95.0%)

２．予定どおり入

社させるが、自宅

待機を命じる. 1.社
(1.0%)

３．入社日を延期. 
1.社(1.0%)

４．その他 3.社
(3.0%)

N=100
問７　新入社員入社日について

１．予定どおり実

施する82社
（82.8%）

２．延期して実施

する. 7社(7.1%)

３．中止する（一

部中止を含む）. 1
社(1.0%)

４．検討中 2社
(2.0%)

５．その他. 7社
（7.1%)

N=99
問８　新入社員研修について
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月
三
〇
日
に
延
期
し
た
。「
予
定
ど
お
り
入

社
さ
せ
る
が
、
自
宅
待
機
を
命
じ
る
」
と
回

答
し
た
企
業
も
一
社
あ
っ
た
。

　

問
８
．
今
春
、
新
入
社
員
を
採
用
す
る
企

業
に
伺
い
ま
す
。
新
入
社
員
研
修
は
予
定
ど

お
り
実
施
し
ま
す
か
。

　

回
答
の
あ
っ
た
九
九
社
の
う
ち
八
二
社

（
八
二
・
八
％
）
が
「
予
定
ど
お
り
実
施
す

る
」
と
し
、「
延
期
し
て
実
施
す
る
」
は
七
社

（
七
・
一
％
）
で
あ
っ
た
。「
そ
の
他
」
の

七
社
は
、「
内
容
を
変
更
」、「
期
間
を
短
縮
」、

「
地
震
の
影
響
で
研
修
施
設
の
受
け
入
れ
が

不
能
と
な
り
、
場
所
を
変
更
し
て
実
施
」
な

ど
と
回
答
し
て
い
る
。

　

問
９
．
二
〇
一
二
年
春
に
新
規
学
卒
者
を

採
用
す
る
予
定
の
企
業
に
伺
い
ま
す
。
今
後

の
選
考
活
動
等
は
予
定
ど
お
り
で
す
か
。

　

回
答
の
あ
っ
た
企
業
の
四
割
以
上
が
何
ら

か
の
配
慮
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。
そ
の

場
合
、
選
考
活
動
開
始
時
期
を
四
月
か
ら
五

月
ま
た
は
六
月
へ
遅
ら
せ
た
り
、
選
考
期
間

を
六
月
、
七
月
ま
で
延
長
す
る
例
が
多
い
。

「
検
討
中
」と
回
答
し
た
企
業
も
二
一
社（
二

一
・
〇
％
）
あ
る
。

Ⅲ　

震
災
の
影
響
は
「
受
け
て
い

な
い
」
と
回
答
し
た
企
業
に
つ
い

て
の
集
計
結
果

　

問
６
．
貴
社
に
お
け
る
、
今
春
季
労
使
交

渉
の
状
況
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。

　

交
渉
中　

一
社

　

そ
の
他　

四
社

　

未
記
入　

一
社

　

問
７
．
今
春
、
新
入
社
員
を
採
用
す
る
企

業
に
伺
い
ま
す
。
入
社
日
は
予
定
ど
お
り
で

す
か
。

　

予
定
ど
お
り　

三
社

　

未
記
入　

三
社

　

問
８
．
今
春
、
新
入
社
員
を
採
用
す
る
企

業
に
伺
い
ま
す
。
新
入
社
員
研
修
は
予
定
ど

お
り
実
施
し
ま
す
か
。

　

予
定
ど
お
り
実
施
す
る　

三
社

　

未
記
入　

三
社

　

問
９
．
二
〇
一
二
年
春
に
新
規
学
卒
者
を

採
用
す
る
予
定
の
企
業
に
伺
い
ま
す
。
今
後

の
選
考
活
動
等
は
予
定
ど
お
り
で
す
か
。

　

予
定
ど
お
り
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
で
選
考
活

動
等
を
行
う　

四
社

　

未
記
入　

二
社

《問９で今後の選考活動等の「開始時期を遅らせる」または「期間を延期する」と回答した企業

の変更内容の詳細》 

2.被災学生についてのみ選考活動等の開始時期を遅らせる 

4月を 5月にする 6 社 

4月を 5、6月にする 1 社 

4月を時期未定だが遅らせる 1 社 

被災した学生のみ選考の開始を遅らせるが、時期未定 1 社 

被災した学生本人に限らず、親類縁者の被災の場合も含め選考 

活動等の開始時期を遅らせる 
1 社 

3.被災学生についてのみ選考活動等の期間を延長する 

・期間の記述はなし 

4.被災した学生に限定せず全体の選考活動等の開始時期を遅らせる 

5.被災した学生に限定せず全体の選考活動等の期間を延長する 

4月～5月までを 4月～7月に延長 2社 

延長期間未定 1社 

4月を 5月にする 12 社 

4月を 6月にする 7社 

延期時期未定 2社 

0 10 20 30

７．その他

６．検討中

５．被災した学生に限定せず全体の選考活動

等の期間を延長する

４．被災した学生に限定せず全体の選考活動

等の開始時期を遅らせる

３．被災した学生についてのみ選考活動等の

期間を延長する

２．被災した学生についてのみ選考活動等の

開始時期を遅らせる

１．予定どおりのスケジュールで選考活動等

を行う

Ｎ＝100 

9(9.0%)

21(21.0%)

4(4.0%)

27(27.0%)

3(3.0%)

11(11.0%)

25(25.0%)

問９　今後の選考活動について




